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（単位：億円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 12,776

①生活インフラ・国土保全 17,136 (2) 長期未払金

②教育 8,989 ①物件の購入等

③福祉 809 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 2,790 ③その他

⑤産業振興 500 長期未払金計 67

⑥消防 372 (3) 退職手当引当金 1,008

⑦総務 790 (4) 損失補償等引当金 66

有形固定資産合計 31,385 固定負債合計 13,916

(2) 売却可能資産 56

公共資産合計 31,441 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 578

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 8

①投資及び出資金 3,865 (4) 翌年度支払予定退職手当 99

②投資損失引当金 △ 13 (5) 賞与引当金 57

投資及び出資金計 3,852 流動負債合計 743

(2) 貸付金 678

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 14,659

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 219

③土地開発基金 17

④その他定額運用基金 0

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 236

(4) 長期延滞債権 102

(5) 回収不能見込額 △ 31

投資等合計 4,837

[純資産の部]

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 22,570

①財政調整基金 4

②減債基金 860

③歳計現金 63

現金預金計 927

(2) 未収金

①地方税 24

②その他 8

③回収不能見込額 △ 9

未収金計 24

流動資産合計 951

資　　産　　合　　計 37,229 負 債 ・ 純 資 産 合 計 37,229

※１　純資産合計のうち，資産形成充当財源及びその他の純資産

資産形成充当財源 ①税収 億円

②移転収入 億円

③公債 億円

④その他の財源の調達 億円

⑤評価・換算差額 億円

その他の純資産 開始時未分析残高 億円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 億円

②債務保証又は損失補償 億円

（うち共同発行地方債に係るもの 億円）

③その他 億円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち4,793億円については，償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 17,909 億円

　[内訳]　普通会計地方債残高 13,474 億円 13,354 億円

　　　　　債務負担行為支出予定額 350 億円 75 億円 億円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 3,012 億円 億円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 億円 億円

　　　　　退職手当負担見込額 1,008 億円 1,008 億円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 66 億円 66 億円 億円

　　　　　連結実質赤字額 0 億円 億円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 億円 億円

　基金等将来負担軽減資産 10,989 億円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,111 億円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 3,203 億円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 6,675 億円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 6,920 億円

※５　有形固定資産のうち、土地は1兆7,913億円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は1兆7,637億円です。

※６　表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

（平成２４年３月３１日現在）
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　【経常行政コスト】 （単位：億円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 1,011 17.7% 84 200 146 136 21 141 268 17 0

（２）退職手当引当金繰入等 191 3.3% 20 35 33 31 5 33 33 1 0

１ （３）賞与引当金繰入額 57 1.0% 4 11 9 8 1 8 14 1 0

小　　計 1,260 22.1% 108 246 187 176 27 183 315 18 0

（１）物件費 525 9.2% 14 136 86 132 45 14 91 1 5

（２）維持補修費 100 1.8% 67 8 5 1 0 15 5 0

（３）減価償却費 586 10.3% 346 119 16 62 10 16 17 0

小　　計 1,211 21.2% 427 263 107 196 54 45 113 1 0 5

（１）社会保障給付 1,807 31.6% 20 1,772 14

（２）補助金等 276 4.8% 16 45 136 31 15 5 23 5 0

３ （３）他会計等への支出額 766 13.4% 233 0 451 14 4 0 0 0 64

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

176 3.1% 128 0 34 6 5 0 2 0 0

小　　計 3,025 53.0% 377 66 2,394 66 24 5 25 5 64

（１）支払利息 207 3.6% 207

（２）回収不能見込計上額 7 0.1% 7

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 214 3.7% 0 0 0 0 0 0 0 0 207 7 0

5,709 912 575 2,688 437 105 233 453 23 207 7 69

（　構　成　比　率　） 16.0% 10.1% 47.1% 7.7% 1.8% 4.1% 7.9% 0.4% 3.6% 0.1% 1.2%

　【経常収益】

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 213 37 25 10 54 1 0 16 0 0 25

２ 分 担 金 ・ 負 担 金・ 寄附 金 ｃ 102 20 4 68 1 0 1 1 0 0 0

315 57 30 78 55 1 1 17 0 0 25

ｄ／ａ 5.5% 6.2% 5.2% 2.9% 12.5% 0.7% 0.6% 3.8% 0.0% 0.0% 36.3%

5,395 855 545 2,611 382 104 232 436 23 207 7 44

※　表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コス ト ａ －ｄ

行政コスト計算書
自　平成２３年３月３１日

至　平成２４年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ
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（単位：億円）

純資産合計

期首純資産残高 22,837

純経常行政コスト △ 5,395

一般財源

地方税 2,479

地方交付税 640

その他行政コスト充当財源 435

補助金等受入 1,461

臨時損益

災害復旧事業費 △ 4

公共資産除売却損益 9

投資損失 0

損失補償確定額

損失補償等引当金戻入額 5

その他 136

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還に伴う財源振替

資産評価替えによる変動額 △ 35

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 22,570

※　表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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（単位：億円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

未払金支払額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は1,500億円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は1.3億円です。

※2 基礎的財政収支に関する情報
　収入総額
　繰越金
　地方債発行額
　財政調整基金等取崩額
　支出総額
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

※3 表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。
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３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

457

176

34

666

135

362

448

33

315

5,598

913

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,486

640

1,325

185

77

88

1,807

275

207

604

87

4,684

資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,180

525


